	中古自動車販売業


平成21年の中古自動車販売は新車販売が年後半から回復を見せる中、12年以降の最少であった20年をさらに下回り続け最近10年間で最も需要が減少した年となった。今後も極めて厳しい経営環境に中古自動車販売業界は置かれるものと思われる。
　業界の概要

　中古自動車販売業界の業態は、古くは中古自動車を中古自動車卸や新車ディーラーなどから仕入れて消費者に販売する業態であり、大手の事業者では消費者から直接買い付けて自社の店舗での販売と卸を行う事業者もあった。
　最近はこれらの業態に加えて、業者間取引の場として広まったオークション事業とインターネットを活用したビジネスモデルが主となりつつある。　

　仕入れは、卸や新車ディーラーからに加えてオークションでの調達が主となっている。今日では、オークション事業が全国に拡大するにつれて、その規模とインターネットの発展によって消費者から車を買取り、消費者には直売せずにオークションで売りさばくビジネスモデルも誕生し、全国的な買取りチェーンも登場した。また、オークションでの仕入れ販売を消費者に代わって行う無店舗・無在庫による中古自動車販売というビジネスモデルも誕生した。
　そして、最近は、インターネット上に多数の中古自動車販売店の参加によって運営される在庫共有ネットワーク・システムを活用したビジネスモデルが台頭している。このシステムは消費者がweb上で求める中古自動車を巨大な在庫情報から検索し、出品している中古自動車販売店から購入することを支援している。このシステムは中古自動車販売の同業者間でも利用され、仕入れあるいは消費者に対する代行販売も行っている。
　大阪の特徴

平成19年商業統計表（表１参照）によると、大阪府の中古自動車小売業は事業所数で839（全国シェア4.0％）あり、その販売高は1,556億円（全国シェア4.9％）の規模であった。平成９年、14年、16年、19年の事業所数の変化を表1でみると全国が16年までは増加し、19年では減少している。

これに対して、大阪府では一貫して増加を続けている。東京都の状況を見ると全国と同様の傾向ではあるが、19年の減少がより大きくなっている。しかも大阪よりも事業所数が少なくなっている。
　エコカー減税・補助金は中古自動車販売に影響
20年に続き21年も需要が減少し最近10年間で最少の年となった（表２参照）。新車登録台数と比べると対前年での落ち込みは小さいものの単価の下落もあり、厳しい経営状態であったといえる。一方、新車販売は平成21年７月までは中古自動車と同様に不振であったが８～12月は前年同月を上回る登録台数の伸びを見せた（表２参照）。これはいわゆるエコカー減税・補助金が効果を現したためである。

エコカー減税により、新車に需要を奪われた結果、中古自動車販売を主とする企業では大幅な減収減益となっているところもある。このような状況に対して廃業したところや廃業を計画している企業もあるなど、今後も極めて厳しい経営環境に中古自動車販売業界は置かれるものと思われる。　　

　輸出の減少

ロシアは日本から年間50万台程度の中古自動車を輸入する市場だったが、21年1月に国内自動車産業保護を名目に時限措置として中古自動車の輸入関税を大幅に引き上げた。その結果、ロシア向けは昨年の10分の１に落ち込んだとされ、加えて円高の影響もあり輸出台数（輸出抹消登録台数（全国））は、21年は20年の1,517,384台から924,603台と約40％減となった。これによる需要減と価格下落が生じていることも中古自動車業界を低迷させる一因となっている。

　良品質車不足が常態化
新規・乗り換え需要の低迷があり新車・中古自動車の登録台数は減少傾向にあり、また車齢の長期化、つまり高車齢化が進んでいる。その結果、中古自動車市場への供給減少と良品質車の減少ももたらすものとなった。

軽自動車を除く乗用車の平均車齢は19年に7.09年と７年を超えたが、21年にはさらに伸びて7.48年となり、その他の車種の車齢も同様に伸びている（（財）自動車検査登録情報協会まとめ）。これは、中古市場にも車齢が高い車が供給されることを示しており、市場にとっては商品価値が高い新車登録後３～５年の低車齢車が不足し、その中でも人気車種が特に不足することになる。
さらには、エコカー減税・補助金制度で特に優遇される車齢13年超車からの新車への買い換えは、この車両の廃車を義務づけている。このため高車齢車であっても状態の良い車が廃車され中古自動車市場に供給されない状況もある。
　中古車販売不振下の取組
　このような環境下で、在庫共有ネットワーク・システムへの参画による販売機会の拡大や、エコカー減税・補助金を背景により販売が堅調な新車販売に取り組むことが、対策の一つとなっている。新車販売では、残価設定型ローン方式の新車販売フランチャイズに加盟して新車販売に取り組んでいる企業もある。また、中古自動車買取販売の大手チェーンでは中古自動車販売の低迷に対応するため、自動車メーカーと提携して新車販売の強化を実施している企業もあり、このチェーンに加盟している事業者では提携先メーカーの新車販売に取り組んでいる。

　一方で関連ビジネスとして、中古自動車在庫を活用して格安(10分間100円や12時間で3000円未満など）のレンタカービジネスを展開、あるいは、そうしたフランチャイズに加盟する企業もある。この格安レンタカーの営業拠点としては、ガソリンスタンドと提携して展開している企業が増加してきている。このレンタカービジネスは、ガソリンスタンドと提携することで消費者へは低価格に加え、アクセスや返却時の給油などの利便性を提供していること。ガソリンスタンドにはガソリンの販売増と手数料などの新たな収益源や顧客の囲い込みをもたらしていること。レンタカー事業者には、レンタカー拠点運営をガソリンスタンドに任せることで、拠点投資を不要とし、また、業務コストなどの低減を図れること。特に、低人気で低価格の中古車をレンタカーとして活用することで低料金のレンタカー提供を実現できること。このようなメリットがビジネスのポイントとなっている。
　今後の見通し
中古車でもハイブリット車の人気が上昇し、一部の高級車において価格上昇があるなど、中古車需要に動きもみられる。しかし、エコカー減税・補助金制度は22年度も継続されることから新車販売は堅調に推移するものと思われるが、中古車販売はその余波もあって不振が当面は続くものと予想されている。このため、中古車販売を専業とする企業では経営状況の厳しさが増すものと思われる。この対策として、在庫共有ネットワーク・システムへの参画や、新車販売の強化に取り組むところが増加するものと思われ、また、格安レンタカーなど事業の多角化に取り組む企業も増加していくものと思われる。
長期的には、消費者の車離れが続き、カーシェアリングや車の不保有の動きなどに加えて、高齢化社会の進展により自動車免許返納が増加するなどの車社会の変化が予測され、経営環境に厳しさが増すと予想している。
　　　　　　　（肥山　正秀）
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全　国 16,563 21,142 22,074 21,158

大阪府 728 801 820 839

東京都 872 922 973 812

資料：経済産業省『平成19年商業統計表』産業編(都道府県表）

表１　　　　　　　事業所数推移
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平成12年 4,095,117 102.7 5,595,746 102.4

13年 4,059,046 99.1 5,532,793 98.9

14年 3,966,093 97.7 5,363,386 96.9

15年 4,027,315 101.5 5,322,767 99.2

16年 3,962,232 98.4 5,252,046 98.7

17年 3,928,351 99.1 5,235,592 99.7

18年 3,715,887 94.6 5,029,688 96.1

19年 3,433,829 92.4 4,571,485 90.9

20年 3,212,342 93.5 4,298,086 94.0

21年 2,921,085 90.9 4,045,761 94.1

21年1月

174,281 72.1 288,928 100.4

2月

218,212 67.6 346,610 92.7

3月

323,064 68.5 546,395 99.2

4月

166,365 71.4 356,476 99.0

5月

178,503 80.6 305,511 87.1

6月

243,342 86.5 337,558 97.3

7月

289,927 95.8 344,371 94.3

8月

198,265 102.3 274,234 90.9

9月

321,736 103.5 297,784 87.0

10月

263,506 112.6 333,697 89.8

11月

293,410 136.0 295,865 98.7

12月

250,474 136.5 318,332 91.7

資料：社団法人日本自動車販売協会連合会

（注）中古車登録台数とは新規・所有権移転・使用者変更の登録のことである。

表２　　　　　　　新車・中古車登録台数年推移(全国）
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